
芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 知事は、大分県の芸術文化関連産業の将来を担う人材の県内就職及び定着を促進

するため、県内の中小企業の対象職種に就業する大学等卒業者が奨学金等の返還に要す

る経費に対し、予算の定めるところにより芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事

業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、大

分県補助金等交付規則（昭和４３年大分県規則第２７号。以下「規則」という。）に定

めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

（定義）

第２条 この要綱において、用語の定義は次の各号に掲げるとおりとする。

（１）「大学等」とは、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に定める大学、大学院又

は高等専門学校をいう。

（２）「奨学金等」とは、独立行政法人日本学生支援機構若しくは公益財団法人大分県奨

学会が貸与する奨学金、大分県が貸与する母子・父子・寡婦福祉資金（修学資金に限

る。）又は社会福祉法人大分県社会福祉協議会が貸与する生活福祉資金（教育支援資

金の教育支援費に限る。）をいう。

（３）「中小企業」とは、大分県中小企業活性化条例（平成２５年大分県条例第１７号)

第２条第１項に定めるもの（発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上を

同一の大企業が所有する若しくは総額の３分の２以上を大企業が所有する企業又は大

企業の役員若しくは職員を兼ねる者が役員総数の２分の１以上を占める企業を除く。)

をいう。

（４）「対象職種」とは、別表１に掲げるもののほか、特に知事が認めるものをいう。

（補助対象者の要件）

第３条 この補助金の交付対象となる者は、次の各号の要件をすべて満たす者とする。

（１）大学等の修学中に奨学金等の貸与を受けた者

（２）大学等卒業年度の翌年度の４月３０日までに、県内の中小企業の対象職種に６年

間継続して就業することが見込まれる者

（３）大学等卒業予定年度の９月３０日までに、補助金の交付を希望する旨の届出を「お

おいた学生登録制度」で行った者

（補助対象者の認定等）

第４条 この補助金の交付を受けようとする者は、芸術文化関連産業人材確保奨学金返還

支援事業費補助金補助対象者認定申請書（第１号様式）に次の各号に掲げる書類を添付

し、大学等卒業年度の翌年度の７月３１日までに知事に申請して補助対象者の認定を受

けなければならない。

（１）在職証明書（第２号様式。申請時点のもの。）

（２）大学等の在籍時の成績及び卒業を証するもの

（３）奨学金等の貸与を受けたことを証するもの

２ 知事は、補助対象者の認定をしたときは、芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援

事業費補助金補助対象者認定通知書（第３号様式）により通知するものとする。



３ 前項の通知を受けた後、離職等により補助対象者の要件を満たさなくなった者は、速

やかに芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金補助対象者認定辞退届

（第４号様式）を知事に提出しなければならない。

４ 知事は、前項の届出がない場合であっても、離職等の事実が確認された場合には、補

助対象者の認定を取消し、芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金補助

対象者認定取消通知書（第５号様式）により通知するものとする。

（補助対象期間）

第５条 この補助金の交付対象となる期間（以下「補助対象期間」という。）は、前条

第２項の規定により知事が補助対象者の認定をした日（以下「補助対象者認定日」とい

う。）から５年を経過する日の属する年度の３月３１日又は奨学金等の返還が終了した

日のいずれか早い日までとする。

（補助対象経費等）

第６条 この補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）、補助率及

び各年度における補助限度額は別表２のとおりとする。

（補助金の交付申請）

第７条 規則第３条第１項の規定による申請は、芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支

援事業費補助金交付申請書（第６号様式）に次の各号に掲げる書類を添付し、４月１０

日まで（大学等卒業年度の翌年度は９月３０日まで）に知事に申請しなければならない。

（１）在職証明書（第２号様式。申請時点のもの。）

（２）貸与を受けた奨学金等の返還条件を証するもの

（３）芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金補助対象者認定通知書の写

し

（４）その他知事が必要と認める書類

２ 規則第３条第３項の規定により、申請書若しくは添付書類に記載すべき事項又は添付

すべき書類のうち省略することのできるものは、同条第２項第１号から第６号に掲げる

事項とする。

（補助条件）

第８条 規則第５条の規定による補助条件は、次のとおりとする。

（１）補助事業の内容の変更をする場合は、芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事

業変更承認申請書（第７号様式）を知事に提出し、その承認を受けること。

（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合は、芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支

援事業中止（廃止）承認申請書（第８号様式）を知事に提出し、その承認を受けるこ

と。

（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

は、速やかに知事に報告し、その指示を受けること。

（４）この補助金に係る収入及び支出を明らかにした預金通帳等の証拠書類は、補助事業

が完了した日の属する年度の翌年度から起算して５年間整備保管すること。

（５）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号)

第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団（同法第２条第２号



に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員と密接な関係を有する者であってはな

らないこと。

（６）補助対象者認定日に現に就業する中小企業に補助金の交付決定のあった日の属す

る年度の３月３１日まで（ただし、補助対象者認定日の属する年度から５年を経過す

る日の属する年度については３月１日まで）就業すること。

（７）その他、規則及びこの要綱の定めに従うこと。

（補助金の交付決定の通知）

第９条 規則第６条の規定による通知は、芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業

費補助金交付決定通知書（第９号様式）により行うものとする。

（申請の取下げのできる期間）

第１０条 規則第７条第１項の規定により申請の取下げのできる期間は、芸術文化関連産

業人材確保奨学金返還支援事業費補助金交付決定通知書を受領した日から起算して１５

日を経過した日までとする。

（補助金の交付方法）

第１１条 この補助金は、精算払の方法により交付する。ただし、補助対象者認定日

の属する年度から５年を経過する日の属する年度については、在職証明書（第２号様式。

当該年度の３月１日時点のもの。）を添付して概算払の方法により交付することができる。

（補助金の交付請求）

第１２条 補助金の交付決定の通知を受けた者が、補助金の交付を請求しようとするとき

は、芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金交付請求書（第１０号様

式）を知事に提出しなければならない。

（実績報告）

第１３条 規則第１２条の規定による実績報告は、芸術文化関連産業人材確保奨学金返還

支援事業実績報告書（第１１号様式）に次の各号に掲げる書類を添付し、事業完了若し

くは廃止の承認を受けた日から起算して３０日を経過した日、又は補助金の交付決定の

あった日の属する年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い期日までに知事に提出しな

ければならない。

（１）在職証明書（第２号様式。補助金の交付決定のあった日の属する年度の３月３１日

時点

（２）奨学金等の返還実績を証するもの

（３）その他知事が必要と認める書類

（補助金の額の確定通知）

第１４条 規則第１３条の規定による通知は、芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援

事 業費補助金の額の確定通知書（第１２号様式）により行うものとする。

（書類の提出部数）

第１５条 規則及びこの要綱の規定により知事に提出する書類の部数は１部とし、その様



式及び提出期限は、この要綱に定めるもののほか、別に知事が定めるところによる。

附 則

この要綱は、平成２９年４月１日から施行し、平成３０年度の予算に係る芸術文化関連

産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金から適用する。



別表１（第２条関係）

１ イラストレーター

２ グラフィックデザイナー

３ 雑貨デザイナー

対象職種 ４ 美術スタッフ

５ 建築士・設計士

６ 音楽講師・楽器インストラクター

７ 調律師

８ 楽器リペア

別表２（第６条関係）

各年度における補助限度額

補助対象者認定日 補助対象者認定日 補助対象者認定日

補助対象経費 補助率 の属する年度 の属する年度の翌 の属する年度から

年度から４年を経 ５年を経過する日

過する日の属する の属する年度

年度まで

奨学金等の返還額 10／10 ８１，６００円 １６３，２００円 １，２２４，０００円

（利息及び独立行政 以内 から前年度までに

法人日本学生支援機 交付された補助金

構の入学時特別増額 総額を差引いた額

貸与奨学金等の入学

支度金を除く。)



第１号様式（第４条関係） 

年   月   日 

 

 大分県知事         殿 

 

申請者 

住  所  

氏  名 印 

電話番号      －     － 

 

芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金補助対象者認定申請書 

 

  芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金における補助対象者の認定を受けたいので、 

 芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金交付要綱第４条第１項の規定により関係書類を 
 添えて申請します。 
 

大

学

等 

名  称 
       大学          学部        学科 

       大学院         研究科       専攻 

       高等専門学校      学科 

所 在 地  

卒業年月     年   月 

就

業

先 

名  称  

代表者名  

所 在 地  

電話番号       －    － 

就業年月日     年   月   日 

奨

学

金

等 

名  称  

区  分    無利息  ・  有利息            ※該当する方に○ 

貸与金額  総額         円（うち未返還額(利息分除く)        円） 

貸与期間     年   月 ～    年   月 

  
 
 



 
 

  
 

免許・資格 
 
 

※就業先に提出した履歴書等を参考に免許・資格を転記してください。 
 
 
 
 

 
 
 
 
在学中に学んだ

こと 
 
 
 
 
 

※在学中に学んだことを２００字以内で記入してください。 
 （卒業制作物等の写真や音源（ＣＤ）等があれば添付してください） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
業務への意気込

み 
 
 
 
 
 

※現在従事している業務への意気込みを２００字以内で記入してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（添付書類） 
 ①在職証明書（第２号様式。申請時点のもの。） 
 ②大学等の在籍時の成績及び卒業を証するもの 
 ③奨学金等の貸与を受けたことを証するもの 

 （備考）複数の奨学金等の貸与を受けている場合は、適宜「奨学金等」欄を追加してください。 
     また、添付書類（写真・ＣＤ等含む）は返却しませんのでご了承ください。 
 
 
 
 
 



第２号様式（第４条、第７条、第１３条関係） 

 

在 職 証 明 書 

 

氏  名 
ふりがな  

 

生年月日      年  月  日 

現 住 所  

就業年月日      年  月  日 

採用時の職種 
①イラストレーター ②グラフィックデザイナー ③雑貨デザイナー 
④美術スタッフ ⑤建築士・設計士 ⑥音楽講師・楽器インストラクター 
⑦調律師 ⑧楽器リペア ⑨その他（               ） 

現在の所属部

署 

（勤務場所） 
 

現在の職務内

容 
 

  上記の者は当社の正規雇用者(注)であることを証明します。 

  年   月   日 
 

事業所 

所 在 地  

名  称  

代表者名 印 

本 件

担当者 

所属部署  

役職氏名  

電話番号  
（注）正規雇用者とは、①期間の定めがない、②フルタイム、③直接雇用（労働者派遣のような雇用関係 
  と指揮命令関係が異なるもの（間接雇用）ではない）のすべてを満たすものをいう。 

（備考）証明日は、申請書に添付する場合は申請時点、実績報告書に添付する場合は補助金の交付決定 
  のあった日の属する年度の３月３１日時点（ただし、補助対象者認定日の属する年度から５年を経過 

  する日の属する年度については３月１日時点）としてください。 



第３号様式（第４条関係） 

第       号 

年   月   日 

 

               殿 

 

大分県知事              印 

 

芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金補助対象者認定通知書 

 

   年  月  日付けで申請のあった芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金におけ 

  る補助対象者の認定について、次のとおり認定したので、芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援 
  事業費補助金交付要綱第４条第２項の規定により通知します。 
 

補
助
対
象
者 

氏  名  

住  所  

生年月日     年   月   日 

大

学

等 

名  称 
       大学          学部        学科 

       大学院         研究科       専攻 

       高等専門学校      学科 

所 在 地  

卒業年月     年   月 

就

業

先 

名  称  

代表者名  

所 在 地  

電話番号       －    － 

就業年月日     年   月   日 

奨

学

金

等 

名  称  

区  分    無利息  ・  有利息 

貸与金額  総額         円（うち未返還額(利息分除く)        円） 

貸与期間     年   月 ～    年   月 



第４号様式（第４条関係） 

年   月   日 

 

 

 大分県知事         殿 

 

 

申請者 

住  所  

氏  名 印 

電話番号      －     － 

 

 

芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金補助対象者認定辞退届 

 

 

    年  月  日付け  第  号で通知のあった芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業 
  費補助金における補助対象者の認定について、下記の理由により辞退したいので、芸術文化関連産業 
  人材確保奨学金返還支援事業費補助金交付要綱第４条第３項の規定により届け出ます。 

 

 

記 

 

１ 辞退の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（添付書類） 
 芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金補助対象者認定通知書 



第５号様式（第４条関係） 

第       号 

年   月   日 

 

 

               殿 

 

 

大分県知事              印 

 

 

芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金補助対象者認定取消通知書 

 

 

     年  月  日付け  第  号で通知した芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費 

   補助金における補助対象者の認定について、下記の理由により認定を取消したので、芸術文化関連 

   産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金交付要綱第４条第４項の規定により通知します。 

 

 

記 

 

１ 認定取消しの理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第６号様式（第７条関係） 
年   月   日 

 大分県知事         殿 

申請者 

住  所  

氏  名 印 

電話番号      －     － 
 

   年度芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金交付申請書 
 
     年度において、芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金の交付を受けたいので、 
 芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金交付要綱第７条第１項の規定により関係書類を 
 添えて申請します。 
１ 事業の目的  下表の企業に就業し、奨学金等の返還を行うため。 

就

業

先 

名  称  

代表者名  

所 在 地  

電話番号       －    － 

就業年月日     年   月   日 

奨

学

金

等 

名  称  

区  分    無利息  ・  有利息            ※該当する方に○ 

貸与金額  総額         円（うち未返還額(利息分除く)        円） 

貸与期間     年   月 ～    年   月 

返還期間     年   月 ～    年   月 

当該年度 

返還計画 

返還方法 返還額 
返還額のうち利息分

を除いた額 

(Ａ) 

返還 

回数

(Ｂ) 

計 

(Ａ×Ｂ) 

月賦額 円 円  円 

半年賦額 円 円  円 

年賦額 円 円  円 

繰上償還 円 円  円 

合計    (a) 円 

補助金の交付申請額 (円) ※(a)と別表２の各年度における補助限度額のいずれか小さい

額 
円 

２ 事業完了予定年月日    年  月  日 
３ 収支予算 (収入：県補助金)         円・(支出：奨学金等返還金)         円 
（添付書類） 
 ①在職証明書（第２号様式。申請時点のもの。） ②貸与を受けた奨学金等の返還条件を証するもの 
 ③芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金補助対象者認定通知書の写し ④その他知事が必要と認める書類 
(備考）複数の奨学金等の貸与を受けている場合は、適宜「奨学金等」欄を追加してください。 



第７号様式（第８条関係） 
年   月   日 

 
 大分県知事         殿 
 

申請者 
住  所  
氏  名 印 
電話番号      －     － 

 
   年度芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業変更承認申請書 

 
   年  月  日付け  第  号で交付決定通知のあった   年度芸術文化関連産業人材確保 
 奨学金返還支援事業について、次のとおり変更したいので承認されるよう、芸術文化関連産業人材確 
 保奨学金返還支援事業費補助金交付要綱第８条第１項第１号の規定により申請します。 
１ 変更の理由 

就

業

先 

名  称  

代表者名  

所 在 地  

電話番号       －    － 

就業年月日     年   月   日 

奨

学

金

等 

名  称  

区  分    無利息  ・  有利息            ※該当する方に○ 

貸与金額  総額         円（うち未返還額(利息分除く)        円） 

貸与期間     年   月 ～    年   月 

返還期間     年   月 ～    年   月 

当該年度 

返還計画 

返還方法 返還額 
返還額のうち利息分

を除いた額 

(Ａ) 

返還 

回数

(Ｂ) 

計 

(Ａ×Ｂ) 

月賦額 円 円  円 

半年賦額 円 円  円 

年賦額 円 円  円 

繰上償還 円 円  円 

合計    (a) 円 

補助金の交付申請額 (円) ※(a)と別表２の各年度における補助限度額のいずれか小さい

額 
円 

２ 事業完了予定年月日    年  月  日 
３ 収支予算 (収入：県補助金)         円・(支出：奨学金等返還金)         円 

 （備考）変更前と変更後が比較対照できるよう、変更部分を二段書きにし、変更前をかっこ書きで上段に記載してください。 
     複数の奨学金等の貸与を受けている場合は、適宜「奨学金等」欄を追加してください。 



第８号様式（第８条関係） 

年   月   日 

 

 

 大分県知事         殿 

 

 

申請者 

住  所  

氏  名 印 

電話番号      －     － 

 

 

   年度芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業中止（廃止）承認申請書 

 

 

    年  月  日付け  第  号で交付決定通知のあった   年度芸術文化関連産業人材確保 

  奨学金返還支援事業について、下記のとおり中止（廃止）したいので承認されるよう、芸術文化関連 

  産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金交付要綱第８条第１項第２号の規定により申請します。 

 

 

記 

 

１ 中止（廃止）の理由 

 

２ 中止の期間（又は廃止の期日） 

 

３ 中止（廃止）後の措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第９号様式（第９条関係） 

第       号 

年   月   日 

 

               殿 

 

大分県知事              印 

 

   年度芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金交付決定通知書 

 

    年  月  日付けで交付申請のあった   年度芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事 
  業費補助金については、下記のとおり交付することに決定したので、芸術文化関連産業人材確保奨学 
  金返還支援事業費補助金交付要綱第９条の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 補助対象経費 金 円 

２ 補助金の交付決定額 金 円 

３ 補助条件   

   （１）補助事業の内容の変更をする場合は、芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業変更承 
     認申請書（第７号様式）を知事に提出し、その承認を受けること。 

   （２）補助事業を中止し、又は廃止する場合は、芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業中 
     止（廃止）承認申請書（第８号様式）を知事に提出し、その承認を受けること。 

   （３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速や 
     かに知事に報告し、その指示を受けること。 

   （４）この補助金に係る収入及び支出を明らかにした預金通帳等の証拠書類は、補助事業が完了し 
     た日の属する年度の翌年度から起算して５年間整備保管すること。 

   （５）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号)第２ 
     条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団（同法第２条第２号に規定する 
     暴力団をいう。）若しくは暴力団員と密接な関係を有する者であってはならないこと。 

   （６）補助対象者認定日に現に就業する中小企業に補助金の交付決定のあった日の属する年度の 

     ３月３１日まで（ただし、補助対象者認定日の属する年度から５年を経過する日の属する年度 
     については３月１日まで）就業すること。 

   （７）その他、大分県補助金等交付規則（昭和４３年大分県規則第２７号。）及び芸術文化関連産 
     業人材確保奨学金返還支援事業費補助金交付要綱の定めに従うこと。 

 （備考）要綱第８条第１項第１号の規定による芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業変更承認 
  申請書（第７号様式）に基づき変更交付決定をする場合は、この様式中「交付決定通知書」を「変更 
  交付決定通知書」に、「交付申請」を「変更交付申請」にそれぞれ読み替えるものとし、記の１及び 

  ２については、変更前をかっこ書きで上段に記載すること。 



第１０号様式（第１２条関係） 

年   月   日 

 

 大分県知事         殿 

 

申請者 

住  所  

氏  名 印 

電話番号      －     － 

 

   年度芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金交付請求書 

 

    年  月  日付け  第  号で交付決定通知のあった   年度芸術文化関連産業人材確 

  保奨学金返還支援事業費補助金        円を精算払（概算払）の方法により交付される 

よう、芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金交付要綱第１２条の規定により請求 

します。 

 

記 

 

１ 補助金の交付決定額 金 円 

２ 今回請求額 金 円 

３ 事業完了(予定)年月日      年   月   日 

 

 

    （補助金の振込先） 

金融機関名  

本・支店名  

口座の種別  

口座番号  

口座名義(カタカナ)  

（添付書類） 
  補助対象者認定日の属する年度から５年を経過する日の属する年度についてのみ、在職証明書 

（第２号様式。当該年度の３月１日時点のもの。）を添付してください。 

 

 （備考）補助金の振込先は、原則奨学金等の振替口座としてください。 



第１１号様式（第１３条関係） 
年   月   日 

 大分県知事         殿 

申請者 
住  所  
氏  名 印 
電話番号      －     － 

 
   年度芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業実績報告書 

 
    年  月  日付け  第  号で交付決定通知のあった   年度芸術文化関連産業人材確保 
  奨学金返還支援事業について、次のとおり実施したので、芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援 
  事業費補助金交付要綱第１３条の規定により、その実績を関係書類を添えて報告します。 
１ 事業の効果  下表の企業に就業し、奨学金等の返還を行った。 

就

業

先 

名  称  

代表者名  

所 在 地  

電話番号       －    － 

就業年月日     年   月   日 

奨

学

金

等 

名  称  

区  分    無利息  ・  有利息            ※該当する方に○ 

貸与金額  総額         円（うち未返還額(利息分除く)        円） 

貸与期間     年   月 ～    年   月 

返還期間     年   月 ～    年   月 

当該年度 

返還実績 

返還方法 返還額 
返還額のうち利息分

を除いた額 

(Ａ) 

返還 

回数

(Ｂ) 

計 

(Ａ×Ｂ) 

月賦額 円 円  円 

半年賦額 円 円  円 

年賦額 円 円  円 

繰上償還 円 円  円 

合計     円 

補助金の交付決定額 (円) 
円 

２ 事業完了年月日    年  月  日 
３ 収支決算 (収入：県補助金)         円・(支出：奨学金等返還金)         円 
（添付書類） 
 ①在職証明書（第２号様式。補助金の交付決定のあった日の属する年度の３月３１日時点のもの。） 
 ②奨学金等の返還実績を証するもの ③その他知事が必要と認める書類 
 (備考）複数の奨学金等の貸与を受けている場合は、適宜「奨学金等」欄を追加してください。 



第１２号様式（第１４条関係） 

第       号 

年   月   日 

 

 

               殿 

 

 

大分県知事              印 

 

 

   年度芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業費補助金の額の確定通知書 

 

 

     年  月  日付けで提出のあった   年度芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事業 

   実績報告書に基づき、  年  月  日付け  第  号による交付決定通知に係る補助金の 

   額   円については、金   円に確定したので、芸術文化関連産業人材確保奨学金返還支援事 

   業費補助金交付要綱第１４条の規定により通知します。 


